
第 56 号議案 

 

 

   令和４年度滋賀県一般会計予算のうち教育委員会所管の予算案に    

   関する知事への意見について 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 29 条

の規定に基づき、令和４年度滋賀県一般会計予算のうち教育委員会所管の予算

案について、知事から意見を求められたので、次のとおり意見を提出する。 

 

 令和４年２月２日 

 

滋賀県教育委員会  

 

 

 

 

   令和４年度滋賀県一般会計予算のうち教育委員会所管の予算案に    

   関する意見について 

 

  格別の意見はない。 
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令 和 ４ 年 度   教 育 委 員 会   予 算 額 

１　一般会計

　(1)  総額

単位　千円

区　　　分 本 年 度
左　　 の　　 財　　 源　　 内 　　訳

前 年 度
対前年度

予 算 額 Ａ 分 担 金 及 び
負 担 金

使 用 料 及 び
手 数 料

国 庫 支 出 金 財 産 収 入 寄 附 金 繰 入 金 諸 収 入 県 債 一 般 財 源
予 算 額 Ｂ

Ａ － Ｂ A/B (%)

職 員 給 与 費
114,768,609 3,399,241 19,515,276 15,427 91,838,665 117,192,325 2,423,716△     97.9

教育委員会 事 業 費
12,068,853 85,757 3,364,550 97,181 369,578 250,298 2,183,100 5,718,389 11,821,592 247,261 102.1

① 計
126,837,462 3,484,998 22,879,826 97,181 369,578 265,725 2,183,100 97,557,054 129,013,917 2,176,455△     98.3

職 員 給 与 費
171,510,285 9,426 4,227,581 20,403,822 18,442 45,275 212,581 2,489,018 144,104,140 174,352,259 2,841,974△     98.4

県 計 事 業 費
472,519,715 1,604,791 3,353,907 89,231,002 776,066 90,566 5,499,319 42,577,737 44,377,882 285,008,445 492,627,741 20,108,026△   95.9

② 計
644,030,000 1,614,217 7,581,488 109,634,824 794,508 90,566 5,544,594 42,790,318 46,866,900 429,112,585 666,980,000 22,950,000△   96.6

　(2)  県予算額に占める教育委員会予算額の構成比（①/②）

単位　％

計 職 員 給 与 費 事 業 費

本 年 度 19.7 66.9 2.6

前 年 度 19.3 67.2 2.4

令和４年（2 0 2 2年）２月２日
２ 月 定 例 教 育 委 員 会
第 5 6 号 議 案 関 係 資 料 ①
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　(3)  課別内訳

単位　千円

区　　　分 本 年 度
左　　 の　　 財　　 源　　 内 　　訳

前 年 度
対前年度

予 算 額 Ａ 分 担 金 及 び
負 担 金

使 用 料 及 び
手 数 料

国 庫 支 出 金 財 産 収 入 寄 附 金 繰 入 金 諸 収 入 県 債 一 般 財 源
予 算 額 Ｂ

Ａ － Ｂ A/B (%)

職員給与費
1,895,975 3,292 22,924 1,869,759 1,979,915 83,940△  95.8

教 育 総 務 課 事 業 費
8,380,804 68,171 2,945,772 75,171 357,922 154,183 2,137,100 2,642,485 5,188,363 3,192,441 161.5

計
10,276,779 71,463 2,968,696 75,171 357,922 154,183 2,137,100 4,512,244 7,168,278 3,108,501 143.4

職員給与費
111,827,128 3,395,949 19,416,130 11,851 89,003,198 114,073,638 2,246,510△  98.0

教 職 員 課 事 業 費
728,276 7,590 41,321 144 679,221 690,377 37,899 105.5

計
112,555,404 3,403,539 19,457,451 144 11,851 89,682,419 114,764,015 2,208,611△  98.1

職員給与費
32,231 32,231 35,706 3,475△  90.3

( 健 康 福 利 室 ) 事 業 費
205,452 18,589 81 186,782 220,953 15,501△  93.0

計
237,683 18,589 81 219,013 256,659 18,976△  92.6

職員給与費
113,744 1,586 3,576 108,582 177,249 63,505△  64.2

高 校 教 育 課 事 業 費
441,421 7,449 26,919 1,500 375 405,178 3,669,980 3,228,559△  12.0

計
555,165 7,449 28,505 1,500 3,951 513,760 3,847,229 3,292,064△  14.4

職員給与費
265,767 265,767 270,005 4,238△  98.4

( 総 合 教 育
セ ン タ ー )

事 業 費
71,018 129 2 624 70,263 97,987 26,969△  72.5

計
336,785 129 2 624 336,030 367,992 31,207△  91.5

職員給与費
239,742 74,412 165,330 240,349 607△  99.7

幼 小 中 教 育 課 事 業 費
210,500 137,876 363 32,191 40,070 159,419 51,081 132.0

計
450,242 212,288 363 32,191 205,400 399,768 50,474 112.6

職員給与費
125,734 125,734 117,282 8,452 107.2

( び わ 湖 フ ロ ー テ
ィ ン グ ス ク ー ル )

事 業 費
466,512 3,620 462,892 317,941 148,571 146.7

計
592,246 3,620 588,626 435,223 157,023 136.1
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単位　千円

区　　　分 本 年 度
左　　 の　　 財　　 源　　 内 　　訳

前 年 度
対前年度

予 算 額 Ａ 分 担 金 及 び
負 担 金

使 用 料 及 び
手 数 料

国 庫 支 出 金 財 産 収 入 寄 附 金 繰 入 金 諸 収 入 県 債 一 般 財 源
予 算 額 Ｂ

Ａ － Ｂ A/B (%)

職員給与費
19,235 19,235 38,029 18,794△  50.6

特 別 支 援
教 育 課

事 業 費
965,209 173,953 3,275 7,897 66 780,018 933,664 31,545 103.4

計
984,444 173,953 3,275 7,897 66 799,253 971,693 12,751 101.3

職員給与費
6,192 6,192 6,252 60△  99.0

人 権 教 育 課 事 業 費
53,109 1,380 51,729 53,561 452△  99.2

計
59,301 1,380 57,921 59,813 512△  99.1

職員給与費
3,797 3,797 2,197 1,600 172.8

生 涯 学 習 課 事 業 費
67,493 1,412 17,037 779 48,265 67,994 501△  99.3

計
71,290 1,412 17,037 779 52,062 70,191 1,099 101.6

職員給与費
221,684 221,684 237,844 16,160△  93.2

( 図 書 館 ) 事 業 費
164,301 1,006 800 1,728 46,000 114,767 117,622 46,679 139.7

計
385,985 1,006 800 1,728 46,000 336,451 355,466 30,519 108.6

職員給与費
17,380 224 17,156 13,859 3,521 125.4

保 健 体 育 課 事 業 費
314,758 20,292 1,096 56,651 236,719 303,731 11,027 103.6

計
332,138 20,516 1,096 56,651 253,875 317,590 14,548 104.6

- 4 -



 

令和４年度当初予算案 教育委員会 主な事業概要について 

 

●令和４年度当初予算要求のポイント    

(1)主要施策 

    ①一人ひとりの学びの最適化                      20,469千円 

・「読み解く力」検証・改善プロジェクト           4,200千円 

・一人ひとりの学び最適化プロジェクト（小中高）       13,169千円 

・特別支援教育の視点に立った「個別最適な学び」推進事業   3,100千円 

 

②これからの魅力ある県立高校づくり              26,895千円 

  ・ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム 

   構築支援事業                       14,152千円 

・マイスター・ハイスクール事業                9,864千円 

・高等学校における地域との連携による主権者教育の充実     617千円 

・県立高等学校魅力化推進事業                2,262千円 

 

③教員の人材確保と働き方改革                 13,700千円 

 ・教職の魅力発信事業                    3,800千円 

 ・県立高校における業務改善加速化事業            9,900千円 

 

④困難な環境にある子どもたちの学びへの支援           4,776千円 

 ・教育と福祉の連携による不登校対応支援体制整備事業      868千円 

 ・家庭教育の基盤構築を支援する地域の人材育成事業      1,393千円 

 ・外国人児童生徒等一人ひとりの学び支援事業         2,515千円 

 

⑤図書館を生かしたまちづくり                               7,174千円 

・外国にルーツを持つ人々への情報提供サービス推進事業    2,000千円 

・滋賀で働く人を応援する資料整備事業            1,292千円 

・読書バリアフリーのための環境整備             3,252千円 

・「学びから始まる地域づくりプロジェクト」推進事業        630千円 

 

 （2）新型コロナウイルス感染症対策関連（主な事業）           （  ）はＲ３当初予算額 

    ①スクール・サポート・スタッフ配置支援事業   147,168千円(123,480千円） 

    ②県立学校就職支援事業              74,969千円( 71,344千円) 

    ③スクールカウンセラー等活用事業        157,634千円(156,884千円) 

    ④スクールソーシャルワーカー活用事業        47,044千円( 47,042千円) 

    ⑤学習船うみのこ新型コロナウイルス感染症対策事業  7,835千円(  8,000千円) 

        ⑥学習船うみのこＰＣＲ検査実施事業              128,495千円(      -    ) 

    ⑦スクールバス感染症対策事業          107,590千円(102,000千円) 

令和４年（2022 年）２月２日

２ 月 定 例 教 育 委 員 会 

第 5 6 号  議 案 関 係 資 料 ②
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(3）その他の重点事業                              （  ）はＲ３当初予算額 

ア 児童生徒一人ひとりへのきめ細かな指導・確かな学力の向上 

    ・少人数学級編制の実施                    職員給与費 

    ・小学校専科指導の推進                    職員給与費 

 

イ 県立学校におけるICT化の推進 

・県立学校ICT環境整備事業                311,730千円（335,416千円） 

 

ウ 県立学校の学習環境の改善 

・長寿命化等推進事業（高校・特別支援学校）       956,503千円（985,950千円） 

・県立学校トイレ整備事業（高校・特別支援学校）    686,196千円（622,729千円） 

・県立学校ＬＥＤ照明整備事業（高校・特別支援学校） 28,329千円（ 32,952千円） 

 ・湖西地域県立高等学校魅力化推進事業           4,785千円 (  7,250千円) 

 

エ 特別支援教育の推進 

・県立養護学校増築事業                384,921千円（ 20,689千円） 

・医療的ケア児童生徒の通学に係る保護者支援事業    19,616千円（ 19,616千円） 

 

オ 学校における働き方改革 

     ・スクール・サポート・スタッフ配置支援事業（再掲） 147,168千円（123,480千円） 

   ・部活動指導員配置促進事業（運動部・文化部）           33,997千円  ( 30,297千円） 

・県立学校統合型校務支援システム構築業務            40,766千円（債務負担行為） 

・県立高校における業務改善加速化事業（再掲）      9,900千円 (     -     ) 
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令和４年度当初予算案 

 

 

主 な 事 業 概 要 

 

 

 

 

 

 
教 育 委 員 会 

令和４年（20 2 2 年）２月２日 

２ 月 定 例 教 育 委 員 会 
第 5 6 号 議 案 関 係 資 料 ③ 
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目  次 
教育総務課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

 教職員課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 

 高校教育課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １７ 

 総合教育センター ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２０ 

   幼小中教育課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２１ 

 びわ湖フローティングスクール ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

 特別支援教育課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 

人権教育課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 

 生涯学習課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 

 県立図書館 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

 保健体育課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３１ 

 

「主な事業概要」の記号について  

1. 「当初予算見積額」欄について 

「国」…国庫支出金、「分」…分担金及び負担金、「使」…使用料及び手数料、「財」

…財産収入、「寄」…寄附金、「繰」…繰入金 、「越」…繰越金、「諸」…諸収入、

「起」…県債、「一」…一般財源 

2. 「説明」欄について 

「重」…重点化・特別枠による事業、「長」…長寿命化等推進特別枠による事業、

「感」…新型コロナウイルス感染症対策事業、「新」…新規項目  
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単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【教育総務課】 

 

高等学校建設費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      2,258,286 

     (2,318,111) 

 

起   1,742,500 

 

 ㊀   515,786 

 

 

 

 

 

 

１ 施設改修費                                    259,789 

 

学校施設の適切な維持のため、施設改修等を行う。 

・設計、工事 ５校 

 

 

 

 

 

・工事    １校 

 

 

・修繕工事  １校 

 

長２ 長寿命化等推進事業                           878,289 

 

施設の長寿命化や老朽化対策のため、施設改修を行う。 

(1) 予防保全工事                                 575,463 

 

 ・設計、工事 ２校 

 

 

 

・工事    ８校 

 

 

 

 

・設計    １校 

 

 

 

・修繕工事  ７校 

屋根・外壁改修   八日市、能登川 

屋根改修      草津 

屋外階段改修    虎姫 

防火シャッター改修 八幡 

屋根・外壁改修   北大津、河瀬、彦根翔西館、 

八幡、八幡商業、栗東、虎姫、 

安曇川 

ウエイトリフティング場改築 安曇川 

屋根・外壁改修   八幡 

外壁改修      大津 

通信設備・防災通信設備更新  水口東 
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単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

(高等学校建設費) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 更新・改修工事                              302,826 

・工事       ２校 

 

 

・設計            １校 

 

 

・修繕工事     ２校 

 

３ 県立学校空調設備整備事業                      429,345 

 

空調設備整備にかかるリース料等を負担する。 

 

４ 県立学校ＬＥＤ照明整備事業                    22,787 

  

県立高等学校において、リース方式によりＬＥＤ照明を整備

する。 

   

５ 県立学校トイレ整備事業                        668,076 

 

学校施設の学習環境の改善を図り、安全安心な教育環境の確

保のため、必要なトイレ整備を行う。 

・工事  ５校  

 

 

・設計 ５校  

 

 

屋根・外壁改修等   八幡工業 

大津商業、八幡工業、八日市、野洲、高島 

長浜農業、草津東、甲西、愛知、大津清陵 

屋根・外壁改修等   八幡商業、安曇川 
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単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

特別支援学校建設費 

 

 

 

 

 

 

 

        648,655 

      （530,219) 

 

国    91,615 

 

繰    60,187 

 

起   394,600 

  

㊀     102,253 

 

 

１ 施設改修費                                    113,089 

 

学校施設の適切な維持のため、施設改修等を行う。 

・設計、工事 ２校 

 

 

 

  ・工事    １校 

   

 

 

・設計    １校 

 

 

 

長２ 長寿命化等推進事業                              78,214 

 

施設の長寿命化や老朽化対策のため、施設改修を行う。 

(1) 予防保全工事                                   71,974 

・工事    １校 

 

 

 ・設計    ２校 

 

 

 

・修繕工事  ７校 

 

(2) 更新・改修工事                   6,240 

 ・設計    １校 

 

 

 

 

屋根・外壁改修   草津養護 

屋根・外壁改修     長浜養護 

エレベーター改修  三雲養護 

屋根・外壁改修  鳥居本養護 

屋根改修     八日市養護 

会議室改修等     盲学校 

外壁改修       北大津養護 

屋根・外壁改修  盲学校 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

(特別支援学校建設費) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 県立学校ＬＥＤ照明整備事業                     5,542 

 

県立特別支援学校において、リース方式によりＬＥＤ照明を整備

する。 

 

４ 県立学校トイレ整備事業                          18,120 

  

学校施設の学習環境の改善を図り、安全安心な教育環境の確保

のため、必要なトイレ整備を行う。 

・設計 ４校 

 

 

 

５ 県立養護学校増築事業                       384,921 

 

児童生徒数増加に伴う教室不足解消のため、草津養護学校の校

舎増築を行う。 

・工事 １校（草津養護） 

 

鳥居本養護、三雲養護、甲良養護、愛知高等養護 

[債務負担行為] 

期 間：令和５年度 

限度額：208,783千円 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

市町教育委員会連絡 

調整費 

 

 

30,000

（30,000） 

 

㊀    30,000 

 

１ 地域教育力向上支援事業                          30,000 

 

町教育委員会が、地域の特性を生かした特色ある教育または地 

域特有の教育課題の解決に向けた取り組みを実施するため必要な 

経費の一部を補助する。 

 

情報教育推進費 

 

331,227 

      (370,273） 

 

 国    19,180 

 

㊀      312,047 

 

１ 県立学校ＩＣＴ環境整備事業                   311,730 

 

県立学校の教育のＩＣＴ化を進めるため、ＩＣＴ機器の整備や 

支援人材の配置、校内ネットワークの保守運用等を行う。 

 

 

高等学校奨学資金貸 

付事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        424,893 

        (486,175) 

 

国     103,605 

 

  諸     111,348 

 

㊀     209,940 

 

 

 

 

１ 奨学資金貸付金                                  112,811 

 
経済的理由により高等学校等への修学が困難な者に対して奨学資

金を貸与し、有為な人材を育成する。 

 

  自宅通学者 自宅外通学者 

 奨 学 金 

 （月額） 

国公立    18,000円     23,000円 

私 立    30,000円     35,000円 

 入学資金 

 (一時金) 

国公立           50,000円 

私 立  50,000 円ただし、入学金相当額内 

（150,000円を限度）の加算あり 

 端末購入資金 上限150,000円 
 

２ 奨学のための給付金                             312,082 

 
低所得世帯の国公立高等学校等の生徒に対して、教育費負担を

軽減するため一定額を給付する。 
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単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 
【教職員課】 

 

人事管理費 
 

 

 

 

226,732 

     （166,648） 

 

国   41,094 

 

使          20 

 

㊀     185,618 

 

 

 

 

教職員が児童生徒と向き合う時間を確保し、教職員と子どもの笑

顔を増やすために、学校における働き方改革の推進に向けた取組を

実施するとともに、優秀で多様な人材の確保に向けて、滋賀で教師

をする魅力などを多様な媒体を活用し広く発信する。 

 

感１ 教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）配置支援事 

業                        147,168 

  

教員が児童生徒への指導や教材研究等に注力できるよう、一般

事務作業等に従事する教員業務支援員（スクール・サポート・ス

タッフ）を配置する市町を支援する。 

 

  

２ 県立学校統合型校務支援システム構築業務      40,766 

  

県立学校において、校務の効率化による働き方改革の推進を図

るため、統合型校務支援システムを構築し、運用する。 

 

○新 重３ 教職の魅力発信事業                3,800 

 

これからの滋賀の教育を担う優秀で多様な人材の確保に向け

て、滋賀で教師をする魅力や教職そのものの魅力を効果的に発信

する。 

 

○新４ 県立高校における業務改善加速化事業        9,900 

 

県立高等学校にテストの採点・集計システムを導入することに

より、採点等に要していた時間を削減し、子どもと向き合う時間

や教職員の資質能力向上のための時間の確保につなげる。  
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     単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 
教職員給与費 

 

   111,788,426 

(114,025,846) 

 

国 19,416,130 

 

使   3,393,106 

 

諸       9,141 

 

㊀  88,970,049 

 

 

 

児童生徒一人ひとりの個性や能力に応じたきめ細かな指導によ

る、基礎・基本の確実な定着と学力の向上、いじめ等の生徒指導課

題への対応に向けた体制づくりを行うとともに、教職員の児童生徒

と向き合う時間の確保による学びの保障のため、学校の人的体制を

整備する。 

 

１ 少人数学級編制の実施 

 

子どもたちの学ぶ環境の確立、学習意欲の向上を図り、確かな

学力の向上につなげるため、小学４年生以上のすべての学年で35

人学級編制を可能とする現行の制度を維持する。 

 

・小学校    教員   153人 

・中学校    教員   160人 

 

２ 小学校専科指導の推進 

 

専門性を活かした授業の展開により、義務教育９年間を見通した

教科指導を推進するため、小学校に英語専科教員および高学年にお

ける専科指導教員を配置する。 

 

・英語専科教員の配置   57人（うち12人は非常勤） 

・専科指導教員の配置   65人（うち20人は非常勤） 

 

３ 学校運営を支援する人員の配置 

 

教員の負担を軽減することにより、児童生徒と向き合う時間を

確保し、学びの保障を図るため、学校運営を支援する人員を配置す

る。 

 

・教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ） 

の配置（県立学校）78人 
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                                                        単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

（教職員給与費） 
   

教職員定数                                          単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４年度(Ａ) ３年度(Ｂ) 増減(A-B)  

 

小 

 

学 

 

校 

 校 長 教 諭 等       4,910 4,868 42 

 養 護 教 諭       234 236 △2 

 栄 養 教 諭 ・       

 栄 養 職 員       
53 53 0 

 事 務 職 員       263 260 3 

   小    計 5,460 5,417 43 

中 

 

学 

 

校 

 校 長 教 諭 等       2,807 2,809 △2 

 養 護 教 諭       110 109 1 

 栄 養 教 諭 ・       

 栄 養 職 員       
20 17 3 

 事 務 職 員       126 128 △2 

   小    計 3,063 3,063 0 

高 

 

等 

 

学 

 

校 

校 長 教 諭 等 2,019 2,031 △12 

養 護 教 諭 57 57 0 

実 習 助 手 107 107 0 

事 務 職 員 148 148 0 

司 書 35 35 0 

栄 養 職 員 2 2 0 

技能労務職員 61 66 △5 

  小  計 2,429 2,446 △17 

特

別

支

援

学 

校 

校 長 教 諭 等 1,126 1,101 25 

養 護 教 諭 18 18 0 

栄 養 教 諭 ・ 

栄 養 職 員 

10 9 1 

実 習 助 手 32 32 0 

寄宿舎指導員 36 36 0 

事 務 職 員 48 48 0 

技能労務職員 9 12 △3 

  小  計 1,279 1,256 23 

合     計 12,231 12,182 49 
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     単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【高校教育課】 

 

教育行政企画調整費 

 

 

 

 

 

 

 

8,367  

（8,570） 

 

㊀         8,367 

 

 

 

 

 

 

１ 湖西地域県立高等学校魅力化推進事業          4,785 

 

「湖西地域県立高等学校魅力化方針」に基づいて、学科改編等の

魅力化に必要となる備品の購入や教室の整備を実施し、湖西地域の

県立高等学校の魅力化を推進する。 

 

○新 重２ 県立高等学校魅力化推進事業               2,262 

 

生徒数減少や社会情勢の変化の中、育成すべき生徒像として「生

きる力（自立する力、伝える力、協働する力、創造する力等）」を

生徒が身に付けられる県立高等学校の土台づくりに向け、地域連携

および学校間連携をモデル的に実施するほか、各校の魅力発信の強

化を図るなど、県立高等学校の魅力化を推進する。 

 

 

国際教育推進費 

 

      93,006 

        (43,053) 

 

国        11,702 

 

諸       375 

 

㊀       80,929 

 

 

○新 重１ ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム

構築支援事業                   12,566 

                 

  高等学校と国内外の大学、企業、国際機関等が協働し、大学レベル

の教育の先取り履修や、オンラインを活用して、研究テーマを通じた

高校生国際会議の開催等、高校生へ「高度な学び（アドバンスト・ラ

ーニング）」を提供する仕組の構築や実践を通じて、将来、世界で活

躍できるイノベーティブなグローバル人材を育成する。 
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      単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

職員費 

 

         113,744 

        (153,546) 

 

国        1,586 

 

諸        3,576  

 
㊀      108,582 

 

 

 
１ 部活動指導員配置促進事業                 5,341 

 
部活動指導員の専門的な指導により、生徒の意欲や技能の向上を図

るとともに、部活動指導における教員の働き方改革を推進するため、

県立高等学校の文化部において部活動指導員の配置を進める。 

 
感２ 県立高校就職支援事業                  74,969 

  
高校生の進路実現に向けた支援や教員の負担軽減を行うため、就職

支援員を配置する。 

 

○新 重３ ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構

築支援事業                       1,586 

 

高等学校と国内外の大学、企業、国際機関等が協働し、大学レベ

ルの教育の先取り履修や、オンラインを活用して、研究テーマを通

じた高校生国際会議の開催等、高校生へ「高度な学び（アドバンス

ト・ラーニング）」を提供する仕組の構築や実践を通じて、将来、世

界で活躍できるイノベーティブなグローバル人材を育成する。 

 

 

高等学校教育振興費 

 

          143,435 

         (125,547) 

 

国       12,967 

 

繰     1,500 

 

㊀      128,968 

 

 

 

重１ 未来の担い手を育むキャリア形成支援事業         6,699 

 
キャリアプランニングを基礎として、課題解決実習、インターン

シップ、起業家精神教育（アントレプレナーシップ）を実施し、基

礎的・汎用的能力の育成を図る。 
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単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

（高等学校教育振興費） 

 

 

 

 

 

重２ 高等学校産業人材育成プロジェクト事業            7,404 

 
職業教育を主とする専門学科（農業３校、工業３校、商業２校）、

総合学科４校を指定校とし、産業界との連携を進めることで、変化の

激しい社会に柔軟かつ力強く対応できる滋賀の産業を支える職業人の

育成を図る。 

 

○新 ３ 「読み解く力」をもとにした一人ひとりの学び最適化プロジェ

クト                                2,642 

 
生徒一人ひとりに焦点を当て、学びを継続的に把握し、端末等も活

用しながら、読み解く力の向上を図り、その力をもとに様々な課題を

自分なりに解決し、知識を再構築することにより主体的で深い学びが

できるよう一人ひとりに適した指導を行う取組を推進する。 

 

重４ 高等学校における地域との連携による主権者教育の充実   

         617                         

 

生徒の社会参画への意識を高めるため、自治体などと協力し、フィー

ルドワークなどの地域調査を行い、地域の抱える諸課題等について自治

体に具体的な提案を行えるよう実践的な授業の研究を行う。 

 

重５ マイスター・ハイスクール事業            9,864                          

 
職業教育を主とする学科を置く高等学校等と成長産業化に向けた

革新を図る産業界、地方公共団体が一体となって最先端の職業人材育

成システムを構築する。そのために、その中核となる専門高校等をマ

イスター・ハイスクールに指定し、高校改革を推進する。 
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単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【総合教育センター】 

 
講習会費 

 

 

 

 

 

 

        

        2,029 

          (2,075) 

                 

㊀       2,029 

 

 

 

                                                           

１ 指導力向上研修                                 1,401 

 

「読み解く力」の育成に重点を置いた教科指導力の向上や、新 

学習指導要領に即し、授業改善に対応した教科指導力向上のため 

の研修を行う。 

  

     

 

研究調査費 

 

 

 

 

 

 

           3,386 

          (3,388) 

         

㊀       3,386 

 

 

 

１ 研究普及活動費                     1,358 

  

 県内各学校や市町教育委員会における研究・研修会への指導援 

助や講師派遣および全国、近畿各地域の研修および研究の状況把 

握を行う。  
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  単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【幼小中教育課】 

 
 職員費 

 

 

 

239,742 

       (240,349) 

 
国      74,412 

  
㊀     165,330 

 

 

 
感１ スクールカウンセラー等活用事業                    157,634 

 
いじめや不登校の未然防止、早期発見、早期対応の促進を目的と

するスクールカウンセラーの配置を、コロナ禍で困難な状況にある

子どもたちを支援するために拡充して実施する。 

 
感２ スクールソーシャルワーカー活用事業                47,044 

 
いじめや不登校等の課題に対応するとともに、教職員への福祉的

な視点の定着を目的とするスクールソーシャルワーカーの配置を、

コロナ禍で困難な状況にある子どもたちを支援するために拡充し

て実施する。 

 

○新 重３ 教育と福祉の連携による不登校対応支援体制整備事業       

868 

 
不登校等学校不適応の課題に対して学識経験者、教育関係者等が不

登校の背景や本県の取組を研究・検証し、効果的な対策をまとめると

ともに、その成果を校内研修等で教職員に周知し、実践につなげる。 

 

 

４ 外国人児童生徒いきいきサポート支援事業       10,600 

 

  日本語指導が必要な外国人児童生徒等の在籍する県内の公立小・中学

校に母語が話せる支援員を県で雇用し、教育相談や保護者との面談、学

習支援等について学校を訪問して行うことにより、学校生活への適応や

効果的な指導の充実を図る。 
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     単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

教科等指導対策費 

 

 

        88,623 

       (18,343) 

 
国      39,486 

 

繰      363 

 

諸   32,191 

 
㊀      16,583 

 

重１ 「読み解く力」検証・改善プロジェクト            4,200 

  

子どもたちが「読み解く力」を高め、発揮できるよう、県内全ての

教員の指導力向上のため、リーダー研修や学校訪問等を行い、各校に

おける「読み解く力」の視点を踏まえた授業改善や校内研究の活性化

を図る。 

 

○新 重２ 一人ひとりの学び最適化プロジェクト        10,527 

  

子ども一人ひとりの「学びの伸び」を客観的に経年で把握できる調

査を活用し、各学校における「学ぶ力」向上の取組を支援する。また

ＧＩＧＡスクール端末を活用し、この調査をＣＢＴ（コンピューター

・ベースト・テスティング）で行うことにも取り組む。   

  

３ ＧＩＧＡスクール運営支援センター整備事業      64,000 

  

１人１台端末環境による本格的な教育活動が各市町で展開される中 

 で、その円滑な運用を支えるために、「ＧＩＧＡスクール運営支援セ 

 ンター」により、広域的にＩＣＴ運用支援を行う。 

    

 

国際教育推進費 

 

11,132 

         (11,748) 

 
国        5,225 

 

 ㊀        5,907 

 

○新 重１ 外国人児童生徒等一人ひとりの学び支援事業    2,515 

                                                                      

  県内の多地域において多言語化している外国人児童生徒等に対して、

ＧＩＧＡスクール端末等のＩＣＴも活用しながら母語支援、適応指導お

よび日本語指導等を充実させ、一人ひとりの学びを保障する。 

 
２  多様な学び確保推進事業                501 

 

  多様な学びの在り方についての検討会議からの報告を踏まえ、本県に

おける多様な学びの実現に向けて、関係機関等と調整しながら検討や準

備を進める。 
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単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【びわ湖ﾌﾛｰﾃｨﾝｸﾞｽｸｰﾙ】 

 

活動費 

 

  

 

 

176,609 

       (47,765) 

 

諸    3,620 

 

㊀    172,989 

 

 

 

 

 

 

 
学習船「うみのこ」による児童学習航海（１泊２日） 102 航海、 

特別航海（１日）４航海を実施する。 

 
  １ 教育活動費                                       4,650 

 

  学習船「うみのこ」による児童学習航海の教育効果を高めるため、 

教材教具の整備、研究・研修等を実施する。 

 

２ 親子体験航海費                                   1,200 

 

   学習船「うみのこ」による親子体験航海(１日)３航海を実施する。 

 

感３ 学習船「うみのこ」新型コロナウイルス感染防止対策事業 

                             7,835 

 

  安心安全な航海実施のため、船内の消毒を実施する。 

 

○新 感４ 学習船「うみのこ」ＰＣＲ検査実施事業         128,495  

 

  安心安全な航海実施のため、乗船児童等へのＰＣＲ検査を実施す

る。 

- 23 -



 
 

単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【特別支援教育課】 

 

職員費 

 

 

 

 

 

 

 

 

  14,049 

   (27,980) 

 
㊀    14,049 

 

 

 

 
 

１ 高等学校特別支援教育推進事業            13,161 

  

高等学校において、障害のある生徒への支援を行うスタッフを配

置することにより、障害のある生徒を支える体制を構築するととも

に、高等学校特別支援教育巡回指導員を派遣し、高等学校における

特別な教育的支援を必要とする生徒への指導力の向上を図る。 

 

 

 

特別支援教育振興費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      56,432 

        (55,690) 

 

国      1,882 

 

㊀       54,550 

 

 

 

 

  障害のある子ども一人ひとりの教育的ニーズを把握して、その持

てる力を高め、生活や学習の困難を克服するための適切な指導と必

要な支援を行う。 

 

１ 「地域で学ぶ」支援体制強化事業           25,820 

  

障害のある子どもとない子どもが共に学ぶことを推進するため、 

「インクルーシブ教育システムの構築と新しい学校づくり」をめざ

した「分教室」設置の研究や副次的な学籍制度の実施、適切な就学

指導の推進、小・中学校に在籍する児童生徒への支援体制の充実等

に取り組む。 

 

○新 重２ 特別支援教育の視点に立った「個別最適な学び」推進事業 

           3,100 

 

特別支援教育の視点に立った「個別最適な学び」の実現をめざし、

自分に合った学び方により主体的に学習に取り組む子どもを育成

するため、ＰＤＣＡサイクルによる個別の指導計画を中心に置いた

教科指導の推進を図る。 

 

３ 医療的ケア児童生徒の通学に係る保護者支援事業    19,616 

 

通学途上で医療的ケアが必要な児童生徒の通学について、看護師

が同乗する車両で学校と自宅等の間を送迎し、医療的ケア児の通学

送迎に係る保護者の負担の軽減を図る。 
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単位：千円    

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

特別支援学校教職員 

給与費 

 

 

          5,186 

        (10,049) 

 

㊀        5,186 

 

 

 

１ 職業的自立と社会参加をめざした職業教育充実事業   3,318 

 

就労アドバイザーを設置し、生徒の職場実習と就職につなげるた 

め企業を開拓するとともに、「しがしごと検定」の運営を補助する 

など企業と生徒、学校をつなぐ役割を担うことで職業教育の一層の

充実を図る。 

 

２ 農福連携推進に係る就農支援モデル事業          1,868 

    

  就農・農業教育マネージャーを設置し、生徒の農業分野での活躍 

の場を拡大するため、就農システムの構築および農業従事者の知見 

を生かした職業教育の充実等に取り組む。 

 

 

特別支援学校教育振

興費 

 

 

 

 

        854,872 

       (832,261) 

 

国    172,071 

 

財     3,275 

 

諸           66 

 

㊀      679,460 

 

 

特別支援学校における教育振興のため、教科活動や職業教育など、 

各種事業を実施する。 

 

１ 職業的自立と社会参加をめざした職業教育充実事業   2,708 

 

企業の知見を積極的に学校現場に取り込み、授業改善等を進める 

とともに、「しがしごと検定」の実施や「しがしごと応援団」（特別 

支援学校の職業教育を応援する企業の登録制度）の運用、就労アド 

バイザーによる実習先・就職先の開拓や地域、産業界との連携等に取

り組む。 

 

感２ スクールバス感染症対策事業            107,590 

 

  コロナウイルス感染リスク低減のため、特別支援学校スクールバス

を増便する。 
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単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【人権教育課】 

 

人権教育推進指導

事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       13,183 

        (13,299) 

 

国       1,380 

 

㊀      11,803 

 

 

 

 

 

 

 

子どもをとりまく課題の解決に向けた事業や教職員を対象とし

た研修事業を実施することにより、学校教育における人権教育の一

層の推進を図る。 

 

１ 学びの礎ネットワーク推進事業            4,181 

 

学校・園・所・関係機関・家庭および地域社会が連携し、困難

な状況にある子どもの自尊感情を高めることに焦点をあてた実践

活動を行い、その成果を県内全域に発信する。 

 

２ 人権教育指導力育成事業                751 

 

若手教員の人権感覚と指導力の向上とともに、人権尊重を根幹

とした集団づくりの実践力育成を図る。また、人権教育推進の中

核となるリーダーを育成するため講座を開催する。 

 

３ 人と人とが豊かにつながる学校づくり支援事業    760 

 

教育活動の基盤に人権教育を位置づけ、より効果的に進めるた

めの学校支援の充実を図る。互いの多様性を認め合うとともに、

人と人とが豊かにつながり、誰一人とり残さない学校づくりをめ

ざす。 
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     単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【生涯学習課】 

 

生涯学習推進事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,984 

(7,951) 

 

諸        250 

 

㊀       7,734 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新 重１「学びから始まる地域づくりプロジェクト」推進事業  630 

 

地域コミュニティの維持・活性化に向け、市町による図書館等の

地域資源を活用した学びの成果を社会に生かす取組の支援、市町と

連携した読書ボランティアの研修会を行うとともに、活力ある地域

づくりやそれをコーディネートする社会教育士の情報発信を行う。 

 

重２ 読書バリアフリー推進事業                993 

 

  「滋賀県読書バリアフリー計画」に基づき、気運醸成のためのフ

ォーラム開催やリーフレットの作成、司書等研修による人材育成等、

視覚障害者等の読書環境の整備を推進する。 

 

 

 

子どもを育む地域・ 

家庭教育力推進事業 

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

36,966 

(36,620) 

 

国      17,037 

 

諸         400 

 

㊀      19,529 

 

 

１ 家庭教育力の向上                       671 

 

企業・事業所等家庭教育サポート講座、子育て・親育ち語り合い

講座、家庭教育出前講座、家庭教育協力企業協定制度を活用した企

業や団体における子育て環境づくり等により、家庭の教育力の向上

を図る。 

 

２ 学校を核とした地域力強化プラン事業         34,784 

 

（1） 地域と学校の連携・協働体制の構築       30,511 

地域と学校の連携・協働体制を構築するために、地域にお

ける学習支援や体験活動（地域学校協働本部・土曜日の教育

支援・地域未来塾・放課後子ども教室）、コミュニティ・スク

ール（学校運営協議会制度）の推進に取り組む市町の事業に

対して補助を行う。 
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     単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

(子どもを育む地域・ 

家庭教育力推進事

業費) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 家庭教育支援                                   1,762 

家庭教育に関する学習機会の提供や家庭教育支援体制の構

築など家庭教育を支援する市町の事業に対して補助を行う。 

 

(3) コミュニティ・スクール推進事業          1,682 

コミュニティ・スクールの立ち上げを支援するＣＳアドバイ

ザーの派遣や研修の実施、コミュニティ・スクールの導入を推

進する。 

 

重３ 家庭教育の基盤構築を支援する地域の人材育成事業  1,393 

 

地域住民等で構成される家庭教育支援チームが不安や悩みを抱

える家庭を訪問し、相談対応や専門機関への橋渡しなどを行う「訪

問型家庭教育支援」について、市町のモデル的な取組を支援する。

また、家庭教育支援についての研修会や交流会の実施および人材

を育成・確保するための専門的な講座を実施し、ネットワークの

拡大や支援体制の構築・県域への普及を図る。 

 

 

 

 

 

子ども読書活動推進

事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,382 

(1,821) 

 

諸          50 

 

㊀       1,332 

 

 

 

 

１ 子ども読書活動推進事業                   1,382 

  

「第 4 次滋賀県子ども読書活動推進計画」に基づき、子どもの読

書に関する啓発や講座の開催、子ども自らがおすすめする本の募集

等により、子どもの読書活動を推進していく。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【県立図書館】 

 

管理運営費 

 

 

 

 

 

 

     99,015 

         (48,156) 

 

使     1,006 

 

諸     1,728 

 

起    46,000 

 

㊀      50,281 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新 １ 図書館コンピュータシステムＤＸ推進事業       9,479 

 

コンピュータシステムを刷新することで、インターネットを通じ

た図書館の情報資源へのアクセシビリティを向上させ、県民が図書

館の持つ資料や情報の利活用をしやすくなる環境を整備する。 

 

【債務負担行為】 

期間：令和５年度から令和９年度まで 

限度額：180,087 千円 

 

 
図書資料整備費 

 

 

 

 

 

 

62,578 

（62,500） 

 

繰     800 

 

㊀      61,778 

 

 

図書資料の収集・整備に努め、県民の資料情報センターとしての

役割を果たしていく。 

 

重１ 読書バリアフリーのための資料整備事業           637 

 

一般的な活字の図書を読むことが難しい人に向けた資料の整備

を行い、読書活動を支援する。  

 

○新 重２ 滋賀で働く人を応援する資料整備事業      1,292 

     

  県内で働く人々が仕事の上で必要とする図書を整備し、多様で 

柔軟な新しい働き方を応援する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

(図書資料整備費) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新 重３ 外国にルーツを持つ人々への情報提供サービス推進事業 

                            2,000 

 

 多言語による生活や仕事に役立つ資料を県立図書館に整備し全 

県的に提供することで、外国にルーツを持つ人々が滋賀に住み続 

け、地域社会で活躍できるよう支援する。  

 

 

４ 図書資料等購入事業                       56,846 

 

県全体の利用を考慮した資料整備を行い、公共図書館等のネッ 

トワークを通じて全県民に提供する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 
【保健体育課】 

 

職員費 

 

 

 

 

 

17,380 

       (13,859) 

 

国        224 

 

㊀      17,156  

 

 

 

１ 部活動指導員配置促進事業                14,497 

 

部活動指導員の専門的な指導による、生徒の意欲や技能の向上を

図るとともに、部活動指導における教員の働き方改革を推進するた

め、県立学校における部活動指導員の配置を進める。 

 

 

 

 

 

学校保健安全指導費 

 

 

168,977  

（171,410） 

 

国       4,883 

 

諸      56,651 

 

㊀     107,443 

    

 

児童生徒が健康で安全な生活を送ることができるよう、県立学校

の児童生徒の健康管理や健康課題に対する指導を行うとともに、安

全教育・防災教育を推進する。 

 

１ 学校安全体制整備推進事業                         4,425 

 

  スクールガード（学校安全ボランティア）の育成をはじめ、地

域ぐるみで子どもたちを見守る体制整備を推進する市町の事業に

対して補助を行う。 
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 単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 
学校体育指導費 

 

 

83,278 

       (69,951) 

        

国      14,925 

 

㊀      68,353 

 

    

 

児童生徒の体力向上に努めるとともに心身の健全な発達を促し、

生涯にわたって運動やスポーツを主体的に実践していくための基

礎を培う学校体育の充実を図る。 

 

１ 子どもの体力向上推進事業                  2,589 

 

児童生徒が、運動やスポーツに興味関心を持って進んで取り組め

るよう、教員の資質向上を目指し、小中高の各校種において実践授

業研究を進める。また地域の人材を授業協力者として派遣すること

や、アスリート・パラアスリートとの交流事業などの取組を実施す

る。 

 

２ 部活動指導員配置促進事業                14,159 

 

部活動指導員の専門的な指導による、生徒の意欲や技能の向上を

図るとともに、部活動指導における教員の働き方改革を推進するた

め、部活動指導員の配置を進める市町に対し補助を行う。 
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